




― 被疑者・被告人の権利に関する 2つの指令を手掛かりとして ―
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Legislation in the field of Judicial Cooperation in Criminal Matters within 
“an Area of Freedom, Security and Justice” in the EU; 
through the analysis of the two directives on the Rights of Suspected and 
Accused Persons in Criminal Proceedings
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The EU adopted two directives in the field of judicial cooperation in criminal matters in 
2010 and 2012, which were to be adopted by the means of “framework decision” before the 
Lisbon Treaty. These directives reflect the changes of the legal system in the EU brought 
by the Lisbon Treaty. It has significantly reformed the provisions of police and judicial 
cooperation in criminal matters（PJCC）which was often called the third pillar.
The article examines how the legislative measures are adopted in the area of freedom, 
security and justice through the analysis of the process of building the two above 
directives.
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EUにおいて、2010 年 10 月、「刑事手続きにおける通訳・翻訳に対する権利に関する指令」１）
（以下、「指令 2010/64/EU」）が、2012 年 5 月には、「刑事手続きにおける情報に対する権利に





れたのは、2003 年 2 月の「EU全域の刑事手続きにおける被疑者・被告人に対する手続的保護
に関するグリーンペーパー」４）（以下、「2003 年緑書」）に見出される５）。その後長い議論を経て、
「指令（directive）」という形式による法令が成立したのである。
上記の 2つの指令は、EU運営条約（TFEU; Treaty on the Functioning of the European 
Union）の第Ⅴ編「自由・安全・司法の地域（AFSJ; AREA OF FREEDOM, SECURITY 
AND JUSTICE）」の中の一分野である「刑事司法協力（JUDICIAL COOPERATION IN 
CRIMINAL MATTERS）」（TFEU82-86 条）の枠組の中でとられた立法であり、厳密には、
TFEU第 82 条 2 項６）にいう「最低限の規範（minimum rules）」のうち、「刑事手続における
個人の権利（the rights of individuals in criminal procedure）」に関連するものである７）。こ
のように、刑事司法協力に関する法令が、「指令」という形式で制定されたことは、リスボン






数が増加した 10）という、EU独自の背景がある。指令 2010/64/EUは、全 12 条から構成され、
必要な場合には、テレビ会議（videoconferencing）、電話、インターネットなどのコミュニケー
ションテクノロジーの利用が明記される（2条 6項）など、当該権利保障における最先端の方






























1999 年 10 月、アムステルダム条約発効からまもなく、タンペレにおいて特別欧州理事会 18）（以
下、「タンペレサミット」）が開催された。欧州理事会は、EUの最高意思決定機関 19）であり、
当時その任務は、「EUに、その発展のために必要な原動力を与え、一般的政治指針（general 




司法協力における「相互承認原則（principle of mutual recognition）」の適用が言及され、同
第 37 項では、理事会及び欧州委員会に対して、相互承認原則を実施するための措置のプログ
40 浦川　紘子：EU「自由・安全・司法の地域」における刑事司法協力関連立法の制度的側面
ラムを 2000 年 12 月までに採択するよう求められた。










































2004 年 4 月 28 日、2003 年緑書から約 1年後、「刑事手続上の権利枠組決定提案」が欧州委
員会により提出された。枠組決定は、加盟国に対して拘束力を有する（TEU（アムステルダム










を 2005 年末までに採択するよう明記された 39）。
2007 年 6 月、理事会のワーキンググループでの 3年におよぶ議論の末、上記枠組決定提案は
合意に至らず廃案となった 40）。





は、2009 年 11 月 30 日に採択された理事会決議の附属書である。刑事手続上の権利枠組決定提
案と比較すると、ここに提示される 5つの権利は内容的には同じである。すなわち、ロードマッ







2009 年 12 月 11 日、欧州理事会は「ストックホルムプログラム―市民のための、市民を保護
する、開かれた安全な欧州」42）を策定した。ストックホルムプログラムは、TFEU68 条にいう
「自由・安全・司法の地域における立法上および運用上の計画のための戦略的指針（strategic 















2010 年 3 月 9 日、欧州委員会は「刑事手続きにおける通訳及び翻訳に対する権利に関する指
令提案」46）を提出した。別途、13 ヵ国からも当該指令に対する発議 47）があり、発議後、各国
内議会への草案送付を経て、通常立法手続きにより、欧州議会及び理事会によって「指令
2010/64/EU」が採択された。2010 年 10 月 20 日の採択後、本指令は同年 10 月 26 日に EU官
報によって公布され、公布から 20 日後に発効した（同指令 11 条）。
本指令は、全 36 項から成る前文、第 1条「主題と範囲（Subject matter and scope）」、第 2
条「通訳に対する権利（Right to interpretation）」、第 3条「重要書類の翻訳に対する権利（Right 
to translation of essential documents）」、第 4条「通訳及び翻訳の費用」、第 5条「通訳及び
翻訳の質」をはじめ、全 12 条から構成される。本指令は、刑事手続き及び欧州逮捕令状の執
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行手続きにおいて適用される（1条 1 項）。この点、欧州逮捕令状に関する枠組決定 48）にも、
逮捕令状執行国の国内法に従い通訳を受ける権利があることが規定されており（欧州逮捕令状
枠組決定 11 条 2 項）、相互に対応している。
EU加盟国は、2013 年 10 月 27 日までに、本指令に一致するために必要な法令等を施行する
こととなる（同指令 9条）。また、欧州委員会は、加盟国が本指令を遵守するために採った措
置の評価について、欧州議会及び理事会に対し、2014 年 10 月 27 日までに、報告書を提出しな
ければならない（同 10 条）。
2.2．指令 2012/13/EU
2010 年 7 月 20 日、欧州委員会は、「刑事手続きにおける情報に対する権利に関する指令提
案」49）を提出した。欧州委員会による提案後、各国内議会に草案が送付され、欧州経済社会委
員会の意見を踏まえ、地域委員会に諮問した後、通常立法手続きにより、欧州議会及び理事会
によって指令 2012/13/EUが採択された。2012 年 5 月 22 日の採択後、本指令は同年 6月 1 日
の EU官報によって公布され、公布から 20 日後に発効した（同指令 13 条）。





についても規定するものである（同 1条）。加盟国は、2014 年 6 月 2 日までに、本指令に一致
するために必要な法令等を施行する（同 11 条）。また、欧州委員会は、加盟国が本指令を遵守











































はニース条約にも引き継がれた（旧 TEU34 条）。枠組決定は、「加盟国の法と規則（laws and 
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regulations）を接近（approximation）させるために採択される」ものであり、「達成される
べき結果について（as to the result to be achieved）加盟国を拘束するが、方法および手段（form 
and methods）の選択については加盟国当局（national authorities）に委ねられる」ものと定



































則の適用に関する議定書（第 2議定書）」57）の第 7 条は、立法草案が補完性原則を遵守しない
ことに関する理由を付した意見が、国内議会に割り当てられた票数の少なくとも 3分の 1とな
る場合、その草案は再検討されなければならないと規定する。ただし、「自由・安全・司法の









を必要とした（旧 TEU34 条 2 項）。リスボン条約による改正で、刑事司法協力と警察協力にお





































































かに確立していくかという視点から、TFEU第 82 条 2 項を根拠とする指令が採択された意義
は大きい。
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